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１【提出理由】 

当社は、平成29年４月19日の定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の５第

４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本報告書を提出するものであり

ます。 

 

２【報告内容】 

(1) 株主総会が開催された年月日 

平成29年４月19日 

 

(2) 決議事項の内容 

第１号議案 資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金処分の件 

１．資本金の額の減少の内容 

(1) 減少する資本金の額 

会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額31,415,484,545円のうち2,028,769,928円を減少し、

29,386,714,617円とし、減少する資本金の額の全額を、その他資本剰余金に振り替える。 

(2) 資本金の額の減少が効力を生じる日 

平成29年５月31日 

２．資本準備金の額の減少の内容 

(1) 減少する資本準備金の額 

会社法448条第１項の規定に基づき、資本準備金の額55,082,840円を全額減少し、０円とし、減少する資本

準備金の額の全額を、その他資本剰余金に振り替える。 

(2) 資本準備金の額の減少が効力を生じる日 

平成29年５月31日 

３．剰余金処分の内容 

会社法第452条の規定に基づき、上記１．及び２．の資本金及び資本準備金の額の減少の効力発生を条件に、

資本金及び資本準備金の額の減少により生じるその他資本剰余金10,483,848,405円の全額を減少して、繰越利益

剰余金に振り替えることにより、欠損填補に充当する。 

(1) 減少する剰余金の項目及びその額 

その他資本剰余金     10,483,848,405円 

(2) 増加する剰余金の項目及びその額 

繰越利益剰余金      10,483,848,405円 

(3) 剰余金の額の減少が効力を生じる日 

平成29年５月31日 

第２号議案 取締役６名選任の件 

取締役として、兼子孝夫、大石清恭、夏海龍司、植松理昌、宮内義彦、細川恒の６氏を選任するものでありま

す。 

 



 
(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件並び

に当該決議の結果 

 

決議事項 
賛成数 
(個) 

反対数 
(個) 

棄権数 
(個) 

可決要件 
決議の結果及び 
賛成(反対)割合 

(％) 

第１号議案 
資本金及び資本準備
金の額の減少並びに
剰余金処分の件 

215,470 2,492 582 (注)１ 可決 96.38 

第２号議案 
取締役６名選任の件 

   

(注)２ 

  

兼子 孝夫 209,261 9,091 532 可決 93.46 

大石 清恭 211,361 6,991 532 可決 94.40 

夏海 龍司 212,747 5,605 532 可決 95.02 

植松 理昌 212,756 5,596 532 可決 95.02 

宮内 義彦 213,017 5,335 532 可決 95.14 

細川 恒 211,197 7,155 532 可決 94.33 

(注) １．出席した株主の議決権の過半数の賛成による。 

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。 

 

(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由 

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計したことにより、

決議事項の可決又は否決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認ができて

いない議決権数は加算しておりません。 
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